
平成２４年度 第６回 府中市男女共同参画推進懇談会 

議事録 

 

Ⅰ 日 時  平成２５年１月２５日（金）午後１時半～３時半 

 

Ⅱ 場 所  女性センター 第１会議室 

 

Ⅲ 出 席 

 ( ⅰ ) 委 員 

   小西会長、諸橋副会長、阿部委員、大渡委員、河野委員、藤岡委員、三池委員、

和田委員、岡田委員 

 ( ⅱ ) 事務局 

   中川市民生活部次長 

   岩田市民活動支援課男女共同参画担当副主幹 

   大沢防災課地域防災計画担当副主幹 

   加藤防災課危機対策係長 

   肥後男女共同参画推進係長兼府中市女性センター所長、鬼頭事務職員 

 

Ⅳ 欠 席 

   鈴木委員、並木委員、日並委員 

 

Ⅴ 傍聴者 

   なし 

 

Ⅵ 会議内容 

 １ 開会 

   中川市民生活部次長が挨拶を行った。 

 

 ２ 前回の議事録確認 

   異議なく承認された。 

  

 ３ 配布資料の確認 

  資料１ 防災課への意見、質問とりまとめ 

  資料２ 第６期府中市男女共同参画推進懇談会報告書 

      「第４次府中市男女共同参画計画の見直しについて」案 

  資料３ 第６期府中市男女共同参画推進懇談会報告書 

      「府中市女性センターの事業計画および運営のあり方について」案 

  資料４ 第６期府中市男女共同参画推進懇談会報告書 

      「その他の男女共同参画まちづくりに必要な事柄について」案 

 

 ４ 報告事項 

 

 ５ 協議事項 

  (1) 府中市防災計画の意見交換について 

 大沢地域防災計画担当副主幹より挨拶があり、その後、加藤防災課危機対策係長



より、以下のとおり回答が行われた。 

 

   Ⅰ ガイドライン 

    １ 発災から２４時間まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 質問 回答 

① 想定条件の避難者数

と帰宅困難者を総合

すると８万人になり

ますが、現時点では、

収容可能人員は５万

人弱です。不足分は、

どのように補うこと

ができますか。 

 現在、帰宅困難者の専門部会を立ち上げ検討中。

帰宅困難者を避難所に収容すると、地域性が相違や、

駅周辺の避難所への集中といった問題が想定され

る。駅周辺の帰宅困難者をどう分散させるか、市内

の鉄道事業者、商業施設の方と誘導方法、収容方法

を検討した。 

 現時点では暫定的に都立高校等６校（東京都の方

針で帰宅困難者者支援ステーションに指定）に誘導、

高校等に収容しきれなかった場合や自発的に小中学

校に行った場合は、校長会等で調整のうえ、中学校

の武道場に収容するよう要請している。 

※ 特別支援学校である「けやきの森学園」を含むた

め 

② トイレの設置目安は、

７５人あたり１基で

すが、どのような点か

ら試算しているので

しょうか。 

 トイレの設置基準は阪神淡路、中越の２回の大地

震での実際の対応例から試算。１００人でも対応で

きると言う意見もあるが、現状は７５人を基準にし

ている。 

③ トイレ不足が、想定さ

れますが、小学校への

多目的貯水槽設置は

いつ頃になりますか。 

 市内の全中学校１１校の校庭にトイレ用のタンク

を埋める予定。費用や耐震化や校庭整備の調整のた

め、概ねこの２年の間は中学校１１校を優先してい

る。 

④ ガイドラインのＰ.２ 

【３（２）イ】 出火

件数と焼失面積、消失

棟数が予想されてい

ますが、どのよう根拠

なのでしょうか。 

 被害想定は東京都がおおむね５年ごとに公表して

いる。現在は、東京都が平成２０年に公表した府中

市内の被害想定を根拠にしている。 

 なお、この被害想定についてはホームページ等で

公開されている。 

⑤ ガイドラインのＰ.３

１「帰宅困難者の避難

者特性」とは、どのよ

うなものですか。 

 帰宅困難者は、その地域に住んでいない点から地

域住民とは異なる特性がある。 

 良い面は帰宅の意思が強いため、早い段階で避難

所から退去する可能性が強い。悪い面は地域に知り

合いが無く、地域ルールと違った行動をとる恐れが

ある上、強い自己主張を押し出す可能性もある。 

 また、帰宅困難者は交通情報等の情報を欲し、地

元地域の避難者とニーズが異なる。 

 そのため、地域の避難者がいる中に帰宅困難者が

雑多に入ると運営がうまくいかない可能性があり、

行政機関の対応も変わることから、これらの傾向を

踏まえて避難者特性という言葉を使っている。 



 質問 回答 

⑥ ガイドラインのＰ.32

「要援護者」の中に妊

婦は入りますか。 

 ガイドラインに妊婦は定義上は入っていない。現在

の災害時要援護者の概念は後期高齢者、介護認定３級

以上、障害者３級以上、などの高齢者、障害者関連の

災害時要援護者支援事業の定義を準用しているため。 

 なお災害時要援護者に含まれなくても、妊婦や、子

供連れの母親といった避難所において配慮を要する

人は、ガイドラインの２４ページ以降の「災害時に配

慮を要する避難者」として対応が必要と考えている。

今後、整備していく。 

⑦ 「府中市避難所管理

運営マニュアル実施

ガイドライン」につい

て、市民向けのガイド

マニュアルの作成は

どうなっていますか。 

 このガイドラインは行政、学校、地域の主導的立場

の人を対象として作成したので量が多く、一般の市民

には難しい部分がある。 

 今後、ＨＰや地域での防災講話、小中学校での保護

者説明等の機会を通じ、市民に周知している。今後、

リーフレットや概要版の作成を行う等で、効率的な周

知方法を検討していく。 

⑧ 母子の支援について

ガイドラインはあり

ますか 

 母子については災害時に配慮を要する避難者と認

識している。発災から８時間以上先の避難所の管理運

営の問題として、今後検討していく。 

 

    ２ ２日目以降 
 

 質問 回答 

① 中・長期対策で、衛

生上の点から洗濯機

及び乾燥機、男女別

の洗濯物干し場など

も必要ではないでし

ょうか。 

 中・長期的対策を含め、８時間以降の運営要領につ

いてガイドラインの内容を見直している。その中で洗

濯等の衛生管理及び生活環境の確保について検討中。 

 現在は、トイレスペース等の学校内のゾーニングや

応急期の対応について重点的に検討しているので、今

後、中長期対応の中で、水道の位置などを考慮し反映

させていきたい。 

② 災害時の避難所が、

３４ヶ所の学校、体

育館、その他各文化

センター等の設置が

決定されているとの

事ですが、それで充

分でしょうか。 

 被害想定では、市内で５万人避難者が出る見込みだ

が、その収容については規定の施設である小中学校を

ベースに算定している。 

 避難所を多数設立すると、その避難所を把握し、ニ

ーズ応じて人や物資を送らなくてはならない。行政力

が低下する被災下で、避難所を対応能力以上に増やし

てしまうと、避難所を把握できない状況になる。 

 実例として中越地震の時、住民が自発的に開設した

避難所は全避難所の６割を占め、行政が把握しきれな

かったため、情報も物資もボランティアも送れない避

難所があった。避難所の数が３４か所でいいのかとい

う検討は必要だが、上記の点を踏まえれば、最初は避

難所の数は限定していたほうが良いと考えている。 

 その上で３４か所以上の避難所ができたときの対

応を想定しておくのが良いと考えている。 



 

 質問 回答 

③ 避難所内での母子、子

供支援についてのガ

イドラインはありま

すか。もし無ければ、

防災推進委員、保健セ

ンター、及び地域助産

師らとの連携して、ガ

イドラインを作成し

てください。 

 母子、特に子供中心のガイドラインの作成の際は、

専門的知識が必要だと考える。 

 普段から母子、子供のケアに関連した業務を行って

いる部署の協力が必要なので、左記の事業に関わる主

管課の協力を得て、ガイドライン等で反映していきた

い。 

 

   Ⅱ その他 

    １ ２日目以降 
 

 質問 回答 

① 避難所内には、女性

の避難者が男性を介

さず相談ができるよ

う女性リーダーを必

須とすべきと思いま

すが、育成は考えら

れていますか。また、

具体案があれば提示

をお願いします。 

 避難所の円滑な運営には行政だけでなくて地域の

方で構成された住民運営組織の確立が不可欠で、その

中に女性の参加があったほうが避難所運営は順調に

進むと考えている。 

 ただ、運営組織に女性を参加させるためには、市民

の認識、地域の人の認識を高めていかなければならな

い。ガイドラインで定めるだけではなく、普段から社

会の中に男女共同参画の意識の高揚を図っていくこ

とが、避難所運営にも必然的に反映されるものと考え

ている。 

② 第４期府中市男女共

同参画推進懇談会が

「新たな取り組みを

必要とする防災分野

における男女共同参

画の推進について」

内で要望しています

が、災害時の備蓄品

についてはどうなっ

ていますか。 

 「新たな取り組みを必要とする…」の中で要望され

ている備蓄品の中で、生理用品、子供用粉末ミルク備

蓄などは現在、可能な範囲での対応を推進している。 

 ただ、府中市における避難所の運営については最初

の入口の整備が始まったばかりで、中・長期的なイメ

ージは今後の取り組み課題。今後、中・長期的に女性

が何を求めているのか、継続的に検討していく予定で

ある。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



    ２ 全体を通しての質問 
 

 質問 回答 

① 「府中市防災会議」

の出席者は女性が尐

ないため、女性の意

見が反映しにくくな

っているように見え

ますが、いかがでし

ょうか。 

 現状、女性の委員は尐ない。 

 これは府中市防災会議委員は、府中市防災会議条例

に基づき各防災関係機関の長を充て職で選任するこ

とが、条令で決まっていて、男女比は考慮されていな

いため。 

 もともと、現在の防災会議の目的は、行政、市役所、

警察、消防、東京電力、東京ガスといった災害時に関

わる組織や機関の縦割りを打破、連携するためで、こ

のため委員には行政機関の長を充て職としていた。 

 しかし昨年、災害対策基本法が改正され、防災会議

に多用な主体を参画させることとなった。防災関係機

関だけではなく、ＮＰＯや社会福祉団体も参画させる

ことが可能となった。よって今後は、災害対策基本法

の趣旨に基づいて、できるだけ女性を登用できるよう

なシステムを検討していく。 

② 一刻も早くすべての

避難所の運営協議会

が発足することを望

んでいますが、各避

難所の運営協議会は

現在どの程度設置さ

れていますか。なお、

運営協議会について

は地域住民への周知

を徹底するようお願

いします。 

 いわゆる避難所運営協議会という言葉も地域によ

って定義が異なるが、避難所の問題を協議する組織、

または、地域と学校が共同して避難所の運営を考える

組織が作られている避難所は、現在５校。 

 残りは、立ち上げ準備を始めたか、防災課と立ち上

げの相談をしている状況。以前にも説明したが、学校

ごとに施設構造が違うため、学校ごとの検討が必要で

ある。今後市民・地域住民への周知をして、今後でき

るだけ早く、それぞれの学校で設立し具体的な検討に

入りたい。 

③ 近年、府中市内にも

マンションなどが林

立し地域のコミュニ

ティに参加していな

い状況があります

が、災害時に備え、

地域のコミュニティ

の再編成について、

準備されています

か。 

 設問のとおり、マンション等の増設により地域コミ

ュニティの構造や、コミュニティへの参加の姿勢が、

市内で変化している。 

 ただ、マンション等の住人からすると、地域との関

連が尐ない、多忙等の理由でコミュニティに参加しな

いのではなく、コミュニティそのものに入りにくい雰

囲気があることも原因としてあげられる。 

 府中は多摩地域の中でも地縁や血縁などが強く、

様々なコミュニティがあるが、その府中でもマンショ

ンに入るとコミュニティから遠ざかる雰囲気がある。 

 そのため、防災課では全戸に対して防災ハンドブッ

クを配布し、基本的な情報発信をしている。今後マン

ションに関するコラムを入れる等、マンションのコミ

ュニティを意識していくことを考えている。 

 

 

 



 質問 回答 

④ 避難した後の留守宅

の防犯・保安はどこの

管轄になるのでしょ

うか。また、帰宅不能

で男性が不在の家庭

の防犯・保安はどこの

管轄になるのでしょ

うか。 

 避難した後の留守宅の防犯、保安については、一時

的な対応は警察署になる。東北でも避難所周辺のパト

ロール等の治安対策は、状況に応じて警察が行ってい

る。 

 人がいなくなった地域では、貴重品などの盗難は発

生する。その対応については、警察で計画を策定済み。 

 防災会議等を通じて、被災下の防犯面の連携も図っ

ているところである。 

 

 資料１の次項目「防災課への提案」については、時間の関係で読み上げを省略。

本提案については今後の参考にすると、加藤防災課危機対策係長より発言があった。 

 

  (2) 第三者評価の検討 

 前回に引き続き、第三者評価の内容について、事業項目に付けた点数と総合評価

の採点が妥当かどうかの確認を行った。（資料は、第４回資料１をそのまま使った。）

また、総合評価の判定理由と総合評価、改善策の提言の内容についても齟齬がない

か、確認を行った。 

 主な意見は次のとおり 
 
事業項目 意見 

０７７ ・ 数値目標で「３３校（市立小中学校全校）で実施」とあるが、数値

目標として適切か疑問。 

０８３

① 

・ 数値目標で、目標の内容が書かれているが、、目標の達成のために何

をしていったかを測るのが、数値目標なのではないか。 

０８５

② 

・ 子供に関する相談の人数が２３年度は減尐しているが、減尐してい

るのはいいことかもしれない。 

０８５

④ 

・ 相談先が様々な施設にあり、相談者が尐数でも相談業務を実施して

いることは、窓口が充実していると言えるのではないか。 

０８５

⑤ 

・ スクールカウンセラーを小中学校８校に配置とあるが、今後全校へ

の配置が望ましい。 

 

 第三者評価は、正副会長がもう一度見直しをして最終案をまとめ、次回の推進懇

談会で提示することとなった。 

 

  (3) 「第４次府中市男女共同参画計画の見直し（案）」について 

 起草委員会で検討しまとめた報告書（案）を提示。 

 その内容について小西会長が説明をした上で討議を行った。 

 

 １ 「第５次計画に強調して取り入れるべき事項」の追加 

  ・政策・方針決定の女性の参画の拡大 

  ・ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の実現 

  ・男女共同参画社会を阻害する暴力などの防止 

  ・貧困など生活上の困難に直面する男女への支援 

 以上４項目をあげ、それに関する事業項目を提案する内容を報告した。 

 



 ２ 「第５次計画の計画期間についての提案」の記載 

 府中市第４次計画は計画期間を８年間としているが、東京都や他の自治体

では計画期間を５年にしているところが多く、府中市第５次計画では５年に

することを提案する内容とした。 

 ３ 府中市男女共同参画計画に対する具体的な提言 

  これまで作成したコメントの記述を元に、課題ごとに文章化した。 

 

 ３については、事務局が読み上げた後、以下の意見があった。 
 

目標 意見 

Ⅰ あらゆる分野に

おける男女共同参画

についての見直し 

・ ５ページに「女性の比率が伸びず」とあるが、現在の

比率がどれくらいなのか、現状を把握しやすくするた

め、現状の具体的な数字を入れて欲しい。 

・ ８ページの最終行に「継続することを要望」とあるが、

「充実して継続することを要望」に改める。 

Ⅱ 女性の働く権利

の保障と環境の整備

について見直し 

・ １０ページの５行目に、「男女平等感をもたせること

が大事…」とあるが、「大事」を「必要」に改める。 

・ 「ＤＶ」の表示が半角と全角とがあるが、全角で統一。 

Ⅲ 男女共同参画社

会づくり 

・ 「(1) 男女平等の意識改革」とあるが、意識だけで

はなく、行動に結びつけなければならない。この辺り

について、もう尐し考える必要があるのではないか。 

Ⅳ 計画の推進 ・ 「女男平等推進サポーター」の「女男」という言葉は、

諸橋副会長の提案なので、そのまま記載する。 

 

 委員の意見を受け正副会長が修正し、最終案をまとめ、次回の推進懇談会で提示

することとなった。 

 

  (4) 「府中市女性センターの事業計画及び運営のあり方（案）」について 

 前回の懇談会で、各委員からの提案を事務局でまとめたものを提示した。内容を

事務局が読み上げ、その後討議した。 

 主な意見は、以下のとおり。 
 

項目 意見 

１ 「女性セン

ター」施設名称

の変更及び認知

度の向上 

・ ５行目は「必携」ではなく「必須」に訂正。 

・ ８行目で愛称のみにする、という提案の箇所があるが、そ

の前の段落で「「男女共同参画」を前面に押し出し…」とい

う文があり、前後が矛盾している。 

・ ９行目で「世田谷区の「らぷらす」…」の例を引いて、愛

称のみを名称にすることを提案しているが、「らぷらす」の

正式名称は「世田谷区立男女共同参画センター らぷらす」

であり,、渋谷区も「渋谷区立女性センター あいりす」であ

ることから、名称を愛称のみにする例として適切ではない。 

・ １７行目の「スクエア２１」は情報誌を指すので、二重括

弧にする。 

・ 昨年夏に女性センターで実施した「涼やかサロン」の男性

参加者から、「女性センター」という名称では男性は利用し

にくいとの意見があった。 



 

項目 意見 

３ 女性センタ

ー開館２０周年

について 

・ ９行目は「軽率」ではなく「早計」に訂正。 

 

 

 委員の意見を受け正副会長が修正し、最終案をまとめ、次回の推進懇談会で提示

することとなった。 

 

 

  (5) 「その他男女共同参画のまちづくりに必要な事柄（案）」について 

 前回の懇談会で、各委員からの提案を事務局でまとめたものを提示した。内容を

事務局が読み上げ、その後討議した。 

 主な意見は、以下のとおり。 
 

項目 意見 

１ 男女共同参画条

例の制定について 

・８行目に、「更なる男女共同参画のため」とあるが、「更

なる男女共同参画を拡大するため」と強調した方が良い。 

 

 委員の意見を受け正副会長が修正し、最終案をまとめ、次回の推進懇談会で提示

することとなった。 

 

  (6) その他 

   ア 次回会議日程について 

    平成２５年３月７日（木）午前１０時より 第１会議室にて 

       

６ 閉会 

 


